
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ □ ■ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成　25　年度）

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

にぎわいと活力あふれるまち 04-01

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 都市農業の活性化新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

04-01-02

産業政策課
農業委員会農業係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農業委員会会長交
際事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

119 19,833

説明：会長のスケジュールを管理し、積
極的に出席できるように調整しており、
改善の必要はない。交際費の支出・精算
事務にも滞りは無かった。

総合評価（課題・方向性）：28年度も
農業委員会の長として、積極的に各種
会議・会合・事業等に出席し、参加者
に都市農業をPRし、都市農地の保全の
必要性を訴えていくとともに、農業委
員会が果たしている役割を説明してい
く必要があると考えている。

事業
内容
・

活動
手段

会長の出席すべき会議・会
合・事業等をスケジュール調
整し、会長の行う交際活動、
情報発信・収集活動を支援す
る。また、業務上必要な経費
を支出する。

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

（市）農業委員会交際費運用基準 6 70

終期

対象 農業委員会会長

出席した
会議・会
合・事業
の回数
（回）

業務フローに改
善の余地がある

70 49

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：参加した各種会議・会合・事業等
では農業に関する情報交換・提供、意見
発表や参加者の意見聴取等を積極的に
行っている。平成26年度から27年度にか
けて事業費、実績値とも増になったた
め、効率性の変化は小さい。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

50 49 99 19,800

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

5 50

16,833

指定
管理

補助
金

清瀬市 西東京市

効率性 3

45 247

04-01-03

産業政策課
農業委員会農業係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農業委員会だより
発行事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

50 51 101
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

6 50

目的
・

意図

農業委員会の関係団体・者と
の良好関係を保ち、情報交換
等を進める。情報提供や意見
交換を行い、都市農業への理
解・関心を高め、農地の保全
に貢献する。

小平市 東村山市

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

500 45

292 584

説明：農業委員で構成する編集委員が記
事の内容、構成等を話し合った上で原稿
を準備し、委員会事務局職員が印刷業者
へ印刷を発注するという流れであり、問
題なく発行できてる。

総合評価（課題・方向性）：都市農業
振興基本法が議員立法で施行され、農
業委員会法も大きく改正されるなど、
都市農業を取り巻く情勢は、近年大き
な変革期を迎えている。このような
中、全農業者及び農業・農地に関心を
持つ市民に新しく確かな情報を提供す
る「農業委員会だより」の果たす役割
は大きく、今後もこれまでどおり発行
する方針である。

事業
内容
・

活動
手段

農業委員会だより編集委員と
農業委員会事務局が中心とな
り、年1回農業に関する情報
誌を発行する。

発行部数
÷（農業
者数+市民
配布用部
数）(％)

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会事務処理規定 500 45

終期

対象 農業者・市民等

発行部数
（部）

業務フローに改
善の余地がある

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：27年度もこれまでどおり発行し、
全農業者に配布することができた。特
に、都市農業振興基本法が施行され、農
業委員会法の改正案が出された時期に発
行したこともあり、農業者への重要な情
報提供が行われた。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

45 245 290 580

43 254 297 594
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

500 43

31 63

終期

対象 農業者、農業委員

研修会等
参加回数
（回）

業務フローに改
善の余地がある

63 1,311

04-01-04

産業政策課
農業委員会農業係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

東京都農業会議参
画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

31 73

1,374 44,323

説明：東京都農業会議が開催する情報交
換会や研修の案内に対し、農業委員と事
務局職員のスケジュール調整を行い、参
加させる事務を行っている。参加者は、
設定された日時に参加し、後日交通費を
請求している。

総合評価（課題・方向性）：東京都農
業会議が開催する各種研修や情報交換
会は、国の農業・農地施策の動向等、
農業の最新情勢をいち早く入手する役
割を果たすとともに、他の農業委員会
の動向や意見を入手する場となってい
る。また、農業委員会事務を執行する
ために必要な事務の執行方法は、東京
都農業会議開催の研修に参加しなけれ
ば習得できない。
今後もこれまでどおり参加していく方
向。

事業
内容
・

活動
手段

農業委員及び農業委員会事務
局職員に対する研修事業、情
報提供、研修会、情報・意見
交換等実施

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

77 1,374 1,451 43,970
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

33 77

効率性

廃止予定
の有無

説明：効率性は、出席可能な会議の開催
回数に左右されるが、都合がつく限り、
東京都農業会議が開催する対象事業に多
く出席するようにしている。

一部
委託

3 達成度 　
73 1,326 1,399 45,129

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

目的
・

意図

都市農業を取り巻く環境変化
や法改正に伴う事務の実施方
法の研修。各市農業委員会の
事務執行状況の情報交換。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

全部
委託

 (改正実施年度　　年度)

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

農業委員会の活動内容や都市
農業をとりまく環境の問題、
農業を営む上での注意事項や
助言、品評会や功労者表彰の
受賞報告等を農業者と市民に
広く伝える。

指定
管理

補助
金

西東京市

29年度の方向性 現状維持

農業委員会等に関する法律、東久留米市農業委員会事務処理規定 12 9,723 0 1,233

終期

対象

農業者及び農地・農業に関わ
る市民・農業委員

総会開催
回数(回)

業務フローに改
善の余地がある

2 0 8,488 9,893

8,491 9,781 19,504 1,500,308

清瀬市

04-01-01

産業政策課
農業委員会農業係

　制度改正の
余地がある

0

19,616 1,634,667

説明：総会開催の1週間前までには各農業
委員に資料を届けるとともに、総会の議
事運営も滞り無く行うことができた。本
市には農業委員会設置義務は無いが、市
民、農業者、議会、市行政側の意向を踏
まえ、今後も農業委員会の設置・運営を
継続していく。

説明：今年度も、これまでと同様に各種
届出や申請の受付を行い、総会の議事に
付した。総会は毎月滞りなく実施し、議
案を議決したり各種案件を協議したりし
た。農地パトロール事業にもこれまで通
り委員全員が参加した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

3

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農業委員会事務

行政
補完的

政策的

　

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

総合評価（課題・方向性）：
農業委員会は農業委員会等に関す
る法律で定められた組織であり、
各種許認可届出受理事務や進達、
納税猶予適用農地・生産緑地・一
般農地のパトロール等を行い、不
適切事例には指導や関係機関への
通告や情報提供を行っている。今
後も各種法令に沿って活動を行
い、義務を果たしていく。また、
市長事務部局が行う農業振興施策
に協力する体制がある。

事業
内容
・

活動
手段

各種届出や申請の受付を行
い、総会の議事に付して証明
書等を発行する。
農地の管理について監視、指
導等を行う。 0 1,229

8,108 10,136 19,499 1,624,917
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

12 9,363

補助
金

目的
・

意図

農地法の届け出について、適
切な処理を行う。また、市内
に残る農地について、適正に
管理されるよう監視と指導を
行い、農地の保全につなげ
る。

小平市 東村山市

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13 9,723

0 1,251 4 0

指定
管理

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

にぎわいと活力あふれるまち 04-01

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 都市農業の活性化新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（近隣市同様事業無）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

04-01-05

産業政策課
農業委員会農業係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農業に関する調査
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

228 114,000

説明：農業委員選挙に備えて、全農業者
から選挙人名簿登載のための申請取りま
とめを行っていた。併せて、アンケート
回収や広報物配布も依頼していた。農業
委員選挙の廃止に伴い、アンケート回収
や広報配布方法を見直すことになった。

総合評価（課題・方向性）：平成２８
年度から産業事務協力を支部長に委託
することを止めている。今後は各地区
農業委員と郵送を活用していく。

事業
内容
・

活動
手段

農業委員会選挙人名簿の申
請・回収。
農業振興計画策定の基礎資料
となる全農業者対象意向調査
用紙の配布・回収。農業委員
会だより、その他農業情報に
係る資料配布。

　制度改正の
余地がある ☑ 29年度の方向性

廃止(完了･統合含
む)

（市）東久留米市産業事務協力者設置規程 2 138

終期

対象
東久留米市農業振興協力員
（JA東久留米地区支部長）

依頼回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある

138 90

達成度 　

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3 138

77,000

指定
管理

補助
金

効率性 1

93 231
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

3

西東京市

3,180 3,185

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度は法改正により農業
委員選挙人名簿を整える必要が無くなっ
たため、依頼回数が減り、効率性が悪化
した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

138 90 228 76,000

3,219 107,300

説明：農政に関する国や東京都の制度説
明、農地法等の法制度改正、農政に関す
る各種調査など、農政事務を処理するた
めの情報収集に必要となっている。

102,742

効率性

産業政課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農政事務連絡会議
参画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

138

5

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

全部
委託

上乗せ 横出し

31 5

138

目的
・

意図

農業振興計画策定のためには
全農家を対象に意向調査が必
要で、回収率を上げるために
支部長により配布と回収を
行った。各種資料送付も依頼
した。

小平市 東村山市 清瀬市

指定
管理

総合評価（課題・方向性）：都市農業
振興基本法が平成２７年度当初に施行
され、これに伴って国が主導して都市
農業の振興施策を設立していくと思わ
れる。本市としても、今後農業振興施
策を実施する上で情報収集が不可欠な
ため、東京都が主催する研修事業等に
参加していく方向性である。

事業
内容
・

活動
手段

農業振興行政に関する研修事
業、情報提供、研修会、情
報・意見交換等参加

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

30 3

終期

対象 農政事務に従事する職員

会議参加
回数(回)

業務フローに改
善の余地がある

3 3,216

3 達成度 　

説明：平成２７年度もこれまでどおり会
議や研修に参加した。効率性の変化は小
さい。

給付
事業

該当

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

(市）農業連絡協議会補助金交付要綱 25 1,110

終期 平成２７年度

対象

東久留米市農業連絡協議会
（市内農業者関連団体が加入
する協議会）

補助事業
実施回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある

1,110 536

指定
管理

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

1,646 65,840

説明：本補助金により、市内各種農業関
連団体が相互交流や品評会出品、イベン
ト等での即売会、新技術研究、先進地視
察等をおこなっており、本市の農業振興
において効果が認められる。

総合評価（課題・方向性）：都市農業
は、経営環境の悪化や近隣の苦情、鳥
獣被害による生産性の低下等により、
極めて厳しい状況下におかれている。
一方、市内に残る貴重な農地はかけが
えのない食糧供給基地であり、市民の
憩いの場、教育の場、防災機能、景観
保全、住環境維持などの機能を有して
おり、本市まちづくりの上で重要な位
置づけとなっている。都市の農地を守
るためには各種農業団体の活動が不可
欠であり、本補助金は今後も継続する
方向性。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市農業連絡協議会に
加入する団体がおこなう補助
対象事業の経費の一部を補助
する。

補助事業
実施回数
÷事業の
効果が
あったと
する事業
報告（％)

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

(市）環境保全型農業推進事業補助金交付要綱

268 600

終期 平成２７年度

対象 農業者

補助事業
実施回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある

600 536

廃止予定
の有無

説明：【平成２７年度の購入量・金額を
調査集計中のため後日記載】

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

1,136

1,130 4,650

給付
事業

600 550 1,150 5,838600

目的
・

意図

微生物が分解できるマルチ
シートと農薬に代わる害虫防
除法である性フェロモン利用
により、環境に優しい農業を
促進する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

 直営
（委託無）

補助
金

全部
委託

一部
委託

4,239

効率性 3 達成度 　

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

197

指定
管理

説明：農業者が性フェロモン剤とマルチ
シートを購入する際に助成が受けられる
仕組みとなっている。今後もこれまでど
おり事業を行う。

総合評価（課題・方向性）：環境保全
型農業の推進のために補助金が果たす
効果が大きい。補助金が無ければ導入
に踏み切らなかった可能性は高い。

事業
内容
・

活動
手段

農業生産者が使用する生分解
マルチシート及び性フェロモ
ン剤の購入に係る経費の一部
を補助する。

530

該当

上乗せ 横出し

243 600

効率性

廃止予定
の有無

説明：補助金額の増減は無いため、効率
性の変化は小さい。

3 達成度 　
1,110 530 1,640 65,600

上乗せ 横出し

25 1,110

1,110 550 1,660 66,400
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

25 1,110

目的
・

意図

都市農業の振興を目的に、市
内農業者関連団体が行う事業
（研修・講習会、社会貢献活
動、品評会出品、先進地視察
等）に必要な経費を補助す
る。

補助
金

給付
事業

該当

3,304 106,581
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

31 8

目的
・

意図

補助
金

廃止予定
の有無

一部
委託

04-01-08

産業政策課
農政係

補助事業
実施回数
÷事業の
効果が
あったと
する回数
（％)

根拠
法令
等

環境保全型農業推
進支援事業

04-01-06

04-01-07

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農業関係団体活動
支援事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

都市農業振興のための事業説
明会を始め、情報交換会や研
修に参加し、本市の農業振興
施策推進に役立てている。

8 3,296

600

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

にぎわいと活力あふれるまち 04-01

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 都市農業の活性化新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

99

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

100 927

04-01-11

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

認定農業者補助事
業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

13 100

清瀬市 西東京市

対象 外部評価

9 100

1,027 85,583

説明：補助金支出業務の流れに問題点は
無く、認定農業者の会も滞りなく運営さ
れている。

総合評価（課題・方向性）：都市農業
の経営と発展を目指した認定農業者の
様々な活動に対して補助を行ってお
り、成果が得られている。今後も同会
の事業実施に補助を行う。

事業
内容
・

活動
手段

認定農業者で組織する「東久
留米市認定農業者の会」が実
施する事業に必要な経費の一
部を補助する。 事業実施

により成
果を得ら
れた回数
÷事業及
び視察研
修の実施
回数(％)

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

(市）認定農業者補助金交付要綱 12 100

終期 平成２７年度

対象

東久留米市認定農業者の会

事業及び
視察研修
の実施回
数(回)

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

認定農家が行う事業に対して
支援措置を講じるもの

小平市 東村山市

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：今年度も事業等を１２回行った。
特に、夏季と冬季に農産物直売を行い、
市内産農産物と認定農業者制度をＰＲで
きた。効率性の変化は少ない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

100 917 1,017 78,231

04-01-12

産業振興課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農業とふれあう場
確保事業（市民農
園）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

100 885 985 109,444
財政健全経営計画

実行プラン

5,124 8,569

説明：平成27年度は貸し区画が全て埋
まっている状況となり、適宜キャンセル
待ちを受け付けて、利用辞退区画を貸し
付けた。業務内容に問題点は無い。

総合評価（課題・方向性）：市民農園
は利用希望者が区画数を上回る状況
で、利用者は「市民が園芸を通じて土
に親しみ、家族ぐるみで生産の喜びを
味わい、また市民相互の交流を深めて
豊かな余暇生活を実現する」という主
旨の理解を得ている。

事業
内容
・

活動
手段

農地を借り上げて区画を作り
市民農園として希望者に提供
する。

市民農園
区画数÷
利用希望
世帯数
（％）

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

（市）東久留米市市民農園設置運営要綱 598 658

終期

対象

東久留米市に住所を有し、耕
作に可能な土地を持たず園芸
に熱意のある者

利用を希
望する世
帯数
（戸）

業務フローに改
善の余地がある

658 4,466

効率性 3 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：本市市民農園は自主運営組織が管
理しており、除草なども担っている。修
繕費用は多少変動があるが、維持管理費
用は低額で安定している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

766 4,416 5,182 8,594

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

603 766

2,121 4,576 6,697 11,106
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

603 2,121

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民が園芸を通じて土に親し
み、家族ぐるみで生産の喜び
を味わい、また市民相互の交
流を深めて豊かな余暇生活を
実現するため

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

北多摩地区農業委
員会参画事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

目的
・

意図

都内農業委員会のうち、北多
摩地区で連合組織を形成し、
各種事業を行うとともに、情
報交換等を行っている。小平市 東村山市

1,543
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

5

29年度の方向性　制度改正の
余地がある 　自主的

(条例・規則等)
義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

現状維持

上乗せ 横出し

5 169

1,509 301,800

説明：連合会に負担金を支払い、各種事
業に参加している。事務局は毎年東村山
市が担っている状況。

169

5 169

終期

対象

農業委員及び農業委員会事務
局職員

北多摩地
区連合会
事業参加
回数(回)

業務フローに改
善の余地がある

169 1,340

1,494 298,800

給付
事業

該当
事業
内容
・

活動
手段

連合会加盟負担金の支出、研
修講習会、地区検討会への参
画

700 214

04-01-10

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

有機農業推進支援
事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

169 1,374

平成２７年度

対象 有機質堆肥の購入営農団体

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
有機・低農薬農業を育成する小平市 東村山市

補助を利
用して有
機質堆肥
を購入し
た農家数
(戸)

該当

04-01-09

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

914 20,311

説明：有機質堆肥を購入する際の費用を
助成し、減化学肥料に取り組む農業者を
支援している。

総合評価（課題・方向性）：有機堆肥
を利用するには、化学肥料の使用に比
べてコストが嵩むため、有機農業の導
入にあたって補助金が果たす役割は大
きい。より多くの農家に対する制度周
知に努める。事業

内容
・

活動
手段

東久留米市の営農団体におけ
る有機質堆肥の購入

化学肥料
等の使用
率を減量
できた農
家数÷補
助を利用
して有機
質堆肥を
購入した
農家数
(％)

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

市）有機農業推進事業補助金交付要綱 45 700

終期
業務フローに改
善の余地がある

清瀬市 西東京市

効率性 1 達成度

総合評価（課題・方向性）：農業委員
会活動を円滑に進めるために北多摩地
区の連合会に加盟し、各種活動を共同
しておこなっている。北多摩地区の農
業委員会設置自治体は全て加盟してお
り、連携を図るためにも今後も加盟を
継続する。

　

廃止予定
の有無

説明：購入農家戸数が減少したため、効
率性が１となった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

700 212 912 16,889

700 220 920 20,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

46 700

700

給付
事業

横出し

54

上乗せ

308,600

指定
管理

補助
金

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

169

効率性 3 達成度 　

説明：事務局は毎年東村山市が担ってお
り、事務量や負担金額に増減は少ない。

1,325

清瀬市 西東京市

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

にぎわいと活力あふれるまち 04-01

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 都市農業の活性化新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

25

産業政策課長
関　知紀

25

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 22

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

5

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

－

産業政策課長
関　知紀

1

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（近隣市実施無 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

1

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

15,000

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 30000

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成　25　年度）
増加を目
指す指標

30000

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

100

産業政策課長
関　知紀

54

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 ■ 該当（廃止年度　29年度） －

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

0

254,000

0 0

2,194 146

3,341,000

(市）東久留米市市民みんなのまつり（農業祭）補助金交付要綱

説明：柳久保小麦を中心とした農産物の
ブランド化を進める活動を行っている。

　

廃止予定
の有無

説明：補助金は減額（27年度は交付実績
なし）されたが、新製品開発販売は継続
されている。

 直営
（委託無）

全部
委託

廃止(完了･統合含
む)

4,126 206,300

説明：協議会や懇談会で決定、提案され
た事業を具体的に推進するため、農商工
業推進事業部、観光推進事業部、新産業
推進事業部の三事業部を設置し、より具
体的に事業を進める体制とした。

総合評価（課題・方向性）：
　平成28年10月に現在の委員の任期が
終了する。その後は、関係団体より新
たな委員の推薦を受け新たな体制作り
を行う。地方版総合戦略の推進、東京
オリンピック・パラリンピック開催に
向けた産業振興、地域振興の取り組み
が必要となる。国や都の動向を見据え
つつ、地域に根差した関係機関、関係
団体との連携による協働は、地域ニー
ズを満たす産業政策の実現に重要性を
増していくことが想定される。

事業
内容
・

活動
手段

　農業関係者、商工業関係
者、鉄道関係者及び有識者か
らなる協議会を設置し、産業
振興事業の構想、企画及び推
進を行う。また、東久留米市
地域産業振興懇談会で決定・
提案された内容に基づいた構
想の企画及び推進を行う。

提案され
た事業
（実現可
能なも
の）

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東久留米市地域産業推進協議会設置要綱

20 414

終期 平成28年10月21日

対象

業務フローに改
善の余地がある

414 3,712

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

効率性 4 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：協議会で取り組んでいた事業を住
民や事業者による自主的な運営に移管す
ることにより、事業費は削減される傾向
にある。また、地方創生の交付金で行わ
れる行政の事業のバックアップを行った
ことにより協議会自体の事業は減ってい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

1,225 3,254 4,479 235,737

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

19 1,225

218,053
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

38 1,188

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

各関係機関、諸団体等が相互
のつながりを強化しながら、
協働することにより、市内の
農業者及び商工業者の事業が
活性化することを目的とす
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

会議開催
回数

1,188 7,098 8,286

04-01-13

産業振興課
農政係 根拠

法令
等

努力義務的
(法律・政令等)

地域産業推進協議
会運営事業

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

2 100

0

西東京市

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

農業及び商工業のほか、市の
資源を生かした観光、教育、
文化及びスポーツ事業等。

総合評価（課題・方向性）：柳久保小
麦を使用した商品開発等を進めるため
に支援してきたが、一定程度の自立化
が進んだことから、補助金による支援
事業としては廃止することとした。

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市柳窪小麦の会への
補助金交付

新製品発
売回数
(回)

☑ 制度改正の
余地がある ☑ 29年度の方向性

1 0

終期

対象

市民

新製品開
発回数
(回)

業務フローに改
善の余地がある

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市の特産品「柳久保小麦」の
生産を支援し、種の保存に寄
与する。

小平市 東村山市 清瀬市

効率性 5 達成度

一部
委託

100 408 508

04-01-15

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

市民みんなのまつ
り（農業祭）事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

400 2,941 3,341

04-01-14

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

農畜産物ブランド
化支援事業

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

1 400

総合評価（課題・方向性）：市民みん
なのまつりが11月に現在の場所（駅
前）で開催されていることを知らない
または来たことがない市民が多いの
で、周知する必要がある。市外からの
来場者を増やすことも課題。イベント
の内容によっては市民が相互の絆を確
認する良い機会となる。

事業
内容
・

活動
手段

ＪＡと商工会が隔年で実施す
る市民まつり（市後援）への
補助金支出

来場者数
(人)

　制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

1 達成度 　
2 1,780

2 1,700

終期

対象

市民、農業者（東久留米市市
民みんなのまつり実行委員
会）

開催日数
（日）

業務フローに改
善の余地がある

1,700 494

効率性

廃止予定
の有無

説明：単位当たりコストは雨天で来場者
数が伸びなかったため悪化している。労
政商工係がまつり全体の庶務を担当した
ため、準備時間の人件費は減少した。農
業祭としては同規模を保っている。

1,780 796 2,576 86

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

説明：秋の恒例行事として市民に定着し
ている「市民みんなのまつり」に対して
は、現状で満足している意見が多い。今
後もこれまでどおり補助金を継続してい
く方向性。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

1,800 1,785 3,585 120
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

2 1,800

目的
・

意図

まつりをとおして、市民に市
内の農業をＰＲし、各種イベ
ント等により市民老若男女に
楽しんでもらう。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

認定事業
者数(事業
者)

平成２９年度

対象

東久留米市ブランド認定店、
購入者、商工会終期

外部評価

事業
内容
・

活動
手段

東久留米市内の商品・製品・
サービスをブランドとして認
定する。

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市内外に情報を発信し、東久
留米市の知名度を高め、産業
の振興及び地域の活性化に資
する。

努力義務的
(法律・政令等)

－ 0

04-01-16

産業政策課
労政商工係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

ブランド認定事業

財政健全経営計画
実行プラン

対象

多摩・島しょわがまち活性化事業助成金交付要綱

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

29年度の方向性 現状維持

13 3,000 3,000 248 3,248 249,846

説明：
実施翌年にブランド認定による効果を具
体的に検証する必要がある。

総合評価（課題・方向性）：
３カ年の補助事業であるが、ブランド
認定の周知や認定内容の見直しは継続
して行っていく必要がある。

販促効果
があった
と感じた
事業者の
割合(％)

－ 0

0 0 #VALUE!

業務フローに改
善の余地がある 　

　

説明：
実施初年度のため。

制度改正の
余地がある

0 0 #VALUE!

効率性 3 達成度

　

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

にぎわいと活力あふれるまち 04-01

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

施策番号・名 04 都市農業の活性化新たな活気を生み出す産業の振興と消費生活の向上

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

産業政策課長
関　知紀

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　　年度）

農業振興計画策定
事業

0

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

0 0
廃止予定
の有無

西東京市

0 0

平成２３年３月に策定した５
カ年計画（農業振興計画）が
終期を迎えるため、新しい農
業振興計画（１０カ年計画）
を策定した。

0 0 0

04-01-17

産業政策課
農政係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

農業者及び農地・農業に関わ
る市民・農業委員

開催日数
（日）

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

東村山市 清瀬市

業務フローに改
善の余地がある 　

0 0 0

政策的

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 その他

農業経営基盤強化促進法 6 4,795 4,795 9,893 14,688 2,448,000

説明：振興計画策定のため、策定委員会
を６回開催した。

総合評価（課題・方向性）：
市民及び農業者向けのアンケートの配
布・回収と、６回の策定委員会を開催
し、計画策定をおこなった。
国と東京都が策定する都市農業振興基
本計画の内容を勘案し、本市農業振興
計画の内容を修正・加筆する可能性が
ある。

事業
内容
・

活動
手段

0

効率性 3 達成度 　

説明：策定委員会に参加した委員から
は、活発な意見が出された。

補助
金

目的
・

意図

農業経営基盤強化促進法第６
条の規定に基づき、農業経営
基盤強化促進基本構想を策定
する。基本構想においては、
市における効率的かつ安定的
な農業経営の基本的指標を定
める。

小平市

 (改正実施年度　　年度)

東久留米市


